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第 １ 章  障害者を取り巻く主な状況と課題 

 

１ 障害者の状況 

 

（１）障害者数 

○ いずれの障害者も増加傾向にあり、この４年間に10.5％増加している。特に精神障

害者の伸びが顕著。 

■人口および障害者数の推移 

（単位：人） 

区 分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 増加率 

人 口 706,449 707,280 707,903 709,262 711,212 0.7％ 

身体障害者 18,672 18,857 18,967 19,476 19,794 6.0％ 

知的障害者 3,655 3,797 3,917 4,050 4,228 15.7％ 

精神障害者 3,739 3,814 4,181 4,494 4,771 27.6％ 

合 計 26,066 26,468 27,065 28,020 28,793 10.5％ 

障害者の割合 3.69％ 3.74％ 3.82％ 3.95％ 4.05％ 0.36ポイント 

（注）１ 人口は、翌年の１月１日現在住民基本台帳人口および外国人登録人口（例えば、平成21年度の場

合は平成22年１月１日） 
２ 身体障害者、知的障害者および精神障害者数は、いずれも各年度３月31日現在の手帳所持者数 

（例えば、平成21年度の場合は平成22年３月31日） 

 

 

（２）医療費助成等 

① 自立支援医療（精神通院）受給者  

（単位：人） 

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

8,604 8,933 9,515 10,063 10,228 

 

② 難病医療費助成 

（単位：件、％） 

区   分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

国庫補助対象疾患
（56 疾患） 

3,356 3,565 3,823 3,964 4,454 

（91.6） （92.1） （92.4） （92.4） （94.4） 

都補助対象疾患 
（23 疾患） 

309 307 316 327 262 

（8.4） （7.9） （7.6） （7.6） （5.6） 

合  計 3,665 3,872 4,139 4,291 4,716 

（注）１ 各年度３月 31 日現在

２ （ ）内の値は構成比

 

自立支援医療（精神通院）…障害者総合支援法に規定する、精神疾患を理由とし

て通院している方に医療費助成を行う制度  
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（３）相談実績

○ 相談の総件数は増加し、特に障害者地域生活支援センターの伸びが顕著。 

（４）サービス実績

① 訪問によるサービス利用人数・時間／月 

○ 在宅生活を支援する、訪問によるサービスの利用実績は、ゆるやかな増加傾向。 
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2 ページ 
第１章 障害シャを取り巻くオモな状況と課題 
１ 障害シャの状況 
 項目ごとに、表またはグラフが表示されています。項目ごとに、オモな内容を説明します。 
 
（１）障害シャ数 
○ いずれの障害シャも 増加傾向にあり、この 4 年間に 10.5％増加している。特に精神 障害

シャの伸びがケンチョであり、増加率は 27.6％となっている。 
障害シャ数のスイイ 
身体障害シャ手帳ショジシャは 平成 21 年度 18,672 人、平成 22 年度 18,857 人、平成 23 年度

18,967 人、平成 24 年度 19,476 人、平成 25 年度 19,794 人、増加率 6.0％ 
身体障害シャ手帳・知的障害シャ手帳・精神障害シャ手帳ショジシャの合計人数は 平成 21 年度

26,066 人、平成 22 年度 26,468 人、平成 23 年度 27,065 人、平成 24 年度 28,020 人、平成 25 年

度 28,793 人、増加率 10.5％ 
 
障害シャの割合は、平成 21 年度 3.69％、平成 22 年度 3.74％ 平成 23 年度 3.82％、平成 24 年

度 3.95％、平成 25 年度 4.05％ 増加率は 0.36 ポイント 
 
（２） 医療費 ジョセイトウ 
①自立支援 医療（精神ツウイン）受給シャ人数 
平成 21 年度 8,604 人、平成 22 年度 8,933 人、平成 23 年度 9,515 人、平成 24 年度 10,063 人、

平成 25 年度 10,228 人 
 
用語解説 
 自立支援 医療（精神ツウイン）…障害シャ 総合支援法に規定する、精神シッカンを理由と

してツウインしているカタに 医療費ジョセイを行う制度 
 
②難病 医療費ジョセイ受給シャ人数 
コッコホジョ対象シッカン（56 シッカン）平成 21 年度 3,356 人、平成 22 年度 3,565 人、平成

23 年度 3,823 人、平成 24 年度 3,964 人、平成 25 年度 4,454 人 
 
都ホジョ対象シッカン（23 シッカン）平成 21 年度 309 人、平成 22 年度 307 人、平成 23 年度

316 人、平成 24 年度 327 人、平成 25 年度 262 人 
 
注１ 各年度 3 月 31 日現在 
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（３）相談実績

○ 相談の総件数は増加し、特に障害者地域生活支援センターの伸びが顕著。 

（４）サービス実績

① 訪問によるサービス利用人数・時間／月 

○ 在宅生活を支援する、訪問によるサービスの利用実績は、ゆるやかな増加傾向。 

- 3 -

第 

１ 

章

758 813 
968 

1,068 1,085 

46,527 
51,634 

56,653 57,597 58,801 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

訪問によるサービス

利用人数/月

利用時間/月

）月/間時用利（）月/数人用利（

訪問によるサービスは
・居宅介護
・重度訪問介護
・行動援護
・同行援護

の総称

56,454 
65,607 71,931 74,591 75,053 

37,632 
36,999 

34,168 
41,044 

35,674 

16,469 
19,024 

23,115 

27,135 36,921 
110,555 

121,630 
129,214 

142,770 
147,648 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

障害者地域生活支援
センター（４所）

保健相談所（６所）

総合福祉事務所（４所）
（障害者支援係・
知的障害者担当係）

（件数）

各相談窓口における１年間
の相談件数

3 ページ 
（３）相談実績 
○ 相談の総件数は増加し、特に障害シャ 地域生活 支援センターの伸びがケンチョ。 
相談件数 合計は次のとおり。 
平成 21 年度 56,454 件、平成 22 年度 65,607 件、平成 23 年度 71,931 件、平成 24 年度 74,591
件、平成 25 年度 75,053 件。 
（４）サービス実績 
① 訪問による月ごとのサービス利用人数・時間 
○ザイタク生活を支援する、訪問によるサービス（キョタク介護、ジュウド訪問介護、行動エン

ゴ、ドウコウエンゴ）の利用実績は、ゆるやかな増加傾向。 
平成 21 年度から平成 25 年度まで、各年度 3 月の利用人数は、次の通り。 
平成 21 年度 758 人、平成 22 年度 813 人、平成 23 年度 968 人、平成 24 年度 1068 人、平成 25
年度 1085 人。 
各年度 3 月のサービス利用時間は、次の通り。 
平成 21 年度 46,527 時間、平成 22 年度 51,634 時間、平成 23 年度 56,653 時間、平成 24 年度 57,597
時間、平成 25 年度 58,801 時間。 
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（６）福祉施設等からの就職者数

○ 福祉施設と練馬区障害者就労促進協会からの就職者数は増加傾向。 
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か ら の 就 職 者 数 の 合 算。

た だ し、重 複 分（福 祉 施

設と就労促進協会の連携

支援した方）は差し引い

ている。
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② 日中活動系サービス利用人数 

○ 平成24年度には、全ての施設が旧障害者自立支援法（平成25年４月障害者総合支

援法へ移行。以下同様。）に基づく事業所に移行。その後も利用は増加傾向。 
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（５）区内民間グループホーム整備状況 

○ 毎年度30室程度の整備状況。 
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4 ページ 
② ニッチュウ活動系 サービス利用人数 
○平成 24 年度には、全ての施設が キュウ障害シャ 自立支援法（平成 25 年４月 障害シャ 総

合支援法へ移行。）に基づく事業所に移行。その後も利用は増加傾向。 
この下に、平成 21 年度から平成 25 年度までの、ニッチュウ活動系サービス（生活介護、自立訓

練、就労移行支援、就労継続支援 A 型、就労継続支援 B 型の合計）のゲッカン利用人数がグラフ

で表示されている。 
各年度 3 月のサービス利用人数は、次の通り。 
平成 21 年度 1290 人、平成 22 年度 1561 人、平成 23 年度 1870 人、平成 24 年度 2154 人、平成

25 年度 2248 人。 
（５）区内民間グループホーム 整備状況 
○ 毎年度 30 シツ程度の整備状況。 
平成 21 年度から平成 25 年度までのグループホーム整備スウは、次の通り。 
平成 21 年度 189 シツ、平成 22 年度 217 シツ、平成 23 年度 245 シツ、平成 24 年度 275 シツ、

平成 25 年度 312 シツ。 
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（６）福祉施設等からの就職者数
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5 ページ 
（６）福祉施設トウからの就職シャ数 
○ 福祉施設とネリマ区障害シャ 就労ソクシン 協会からの就職シャ数は増加傾向。 
平成 21 年度から平成 25 年度までの、福祉施設からの就職シャ数は、次の通り。 
平成 21 年度 25 人、平成 22 年度 34 人、平成 23 年度 30 人、平成 24 年度 45 人、平成 25 年度

42 人。 
平成 21 年度から平成 25 年度までの、就労ソクシン協会からの就職シャ数は、次の通り。 
平成 21 年度 48 人、平成 22 年度 57 人、平成 23 年度 57 人、平成 24 年度 46 人、平成 25 年度

66 人。 
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（（３３））就就労労のの意意向向（（現現在在、、働働いいてていいなないい方方））

○ 現在働いていない方でも、働きたいと考えている方は多い。 

働きたい
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25.0

18.0

働きたいが、

働けないと思う

23.8

25.6

29.8

14.0

働きたくない

20.6

15.4

19.3

18.0

わからない

11.5

26.9

11.4

42.0

無回答

32.9

26.9

14.5

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害者(n=252)

知的障害者(n=  78)

精神障害者(n=228)

施設入所者(n=100)

（（４４））差差別別やや人人権権侵侵害害をを受受けけてていいるるとと感感じじるるここととのの有有無無

○ 差別を受けていると感じている方が、一定程度いる。 
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２２ 障障害害者者のの意意向向 「練馬区障害者基礎調査報告書（平成26年３月）」より 

（（１１））練練馬馬区区ででのの定定住住意意向

○ 全ての障害種別で、練馬区の定住意向が強い。 
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（（２２））希希望望すするる暮暮ららしし方方

○ 多くの方が「家族と一緒に暮らしたい」との希望があるが、知的障害者では「グ

ループホームで暮らしたい」の割合が大きい。 
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n は、その質問項目の回答者の総数です。

向

- 6 -

6 ページ 
２ 障害シャの意向 「ネリマ区 障害シャ キソ調査 報告書（平成 26 年 3 月）」より 
項目ごとに、グラフが表示されています。項目ごとに、オモな内容を説明します。 
（１）ネリマ区でのテイジュウ意向 
全ての障害種別で、ネリマ区のテイジュウ意向が強い。 
ネリマ区に住みたいと回答した人は、身体障害シャが 75.3％、知的障害シャが 65.7％、精神障害

シャが 76.3％、難病患ジャが 82.1％となっている。 
 
（２）希望する暮らしカタ 
多くのカタが「家族と一緒に暮らしたい」との希望があるが、知的障害シャでは「グループホー

ムで暮らしたい」の割合が大きい。 
身体障害シャの回答割合は、一人で暮らしたいが 13.8％、家族と一緒に暮らしたいが 59％、グル

ープホームで暮らしたいが 3.2％、施設に入所して暮らしたいが 2.3％、病院に入院して暮らした

いが 0.5％、その他が 1.6％、わからないが 9.9％、無回答が 9.7％となっている。 
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（（３３））就就労労のの意意向向（（現現在在、、働働いいてていいなないい方方））

○ 現在働いていない方でも、働きたいと考えている方は多い。 

働きたい

11.1

5.1

25.0

18.0

働きたいが、

働けないと思う

23.8

25.6

29.8

14.0

働きたくない

20.6

15.4

19.3

18.0

わからない

11.5

26.9

11.4

42.0

無回答

32.9

26.9

14.5

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害者(n=252)

知的障害者(n=  78)

精神障害者(n=228)

施設入所者(n=100)

（（４４））差差別別やや人人権権侵侵害害をを受受けけてていいるるとと感感じじるるここととのの有有無無

○ 差別を受けていると感じている方が、一定程度いる。 

いつも感じる

6.1

7.7

7.6

2.3

2.0

たまに感じる

17.9

33.5

22.4

10.4

12.0

ほとんど

感じることはない

46.6

25.8

39.6

67.3

20.0

わからない

18.5

20.6

22.6

13.6

55.0

無回答

10.9

12.5

7.8

6.4

11.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害者(n=558)

知的障害者(n=248)

精神障害者(n=434)

難病患者 (n=346)

施設入所者(n=100)
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２２ 障障害害者者のの意意向向 「練馬区障害者基礎調査報告書（平成26年３月）」より 

（（１１））練練馬馬区区ででのの定定住住意意向

○ 全ての障害種別で、練馬区の定住意向が強い。 

住み続けたい

75.3

65.7

76.3

82.1

区外に移転したい

0.7

1.2

2.8

1.4

わからない

17.4

26.2

18.4

14.7

無回答

6.6

6.9

2.5

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害者(n=558)

知的障害者(n=248)

精神障害者(n=434)

難病患者 (n=346)

（（２２））希希望望すするる暮暮ららしし方方

○ 多くの方が「家族と一緒に暮らしたい」との希望があるが、知的障害者では「グ

ループホームで暮らしたい」の割合が大きい。 

ひとりで

暮らしたい

13.8

8.9

21.9

1.0

家族と一緒

に暮らしたい

59.0

50.8

54.6

18.0

グループホー

ム・ケアホーム

で暮らしたい

3.2

12.9

3.0

8.0

施設に入所

して暮らし

たい

2.3

9.3

1.2

54.0

病院に入院し

て暮らしたい

0.5

-

0.7

-

その他

1.6

2.0

4.8

-

わからない

9.9

9.3

7.4

11.0

無回答

9.7

6.9

6.5

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害者(n=558)

知的障害者(n=248)

精神障害者(n=434)

施設入所者(n=100)

n は、その質問項目の回答者の総数です。

向

- 7 -

第 

１ 

章

7 ページ 
（３）就労の意向  
現在 働いていないカタでも、働きたいと考えているカタは多い。 
シンタイ 障害シャの回答割合は、働いていない人のうち、「働きたい」が 11.1％、「働きたいが

働けないと思う」が 23.8％、「働きたくないが」が 20.6％、「わからない」が 11.5％となっている。 
 
（４）差別や人権 侵害を受けていると感じることのウム 
差別を受けていると感じているカタが、一定程度いる。 
 
「いつも感じる」「たまに感じる」と回答した人の割合は、知的障害シャが最も多くなっている。 
難病患ジャでは、「ほとんど感じることはない」の回答が多い。 
身体障害シャの回答割合は、いつも感じるが 6.1％、たまに感じるが 17.9％、ほとんど感じるこ

とはないが 46.6％、わからないが 18.5％、無回答が 10.9％となっている。 
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（（２２））今今後後推推進進すすべべきき障障害害者者施施策策のの課課題題

（十分なケアマネジメントの実施） 

○ 障害のある方がサービスを利用しながら地域生活を送るためには、個々の生活状況等

を踏まえたケアマネジメントを進める必要があります。そのためには、「計画相談支援」

事業所による「サービス等利用計画」の作成が必要です。全てのサービス利用者の計画

を作成するには、民間の事業所数を現行の 1.5 倍程度にまで増やさなくてはなりません。

また、民間の事業所が、区内におけるサービスと地域資源を把握して適切なケアマネジ

メントを行えるよう、相談技術の向上を図る必要があります。 

精神障害者については、医療や障害福祉サービスを受けていない人がおり、訪問支援

（アウトリーチ）事業の充実が課題となっています。 

（重症心身障害児（者）の在宅介護の負担軽減） 

○ 医療的ケアを要する重症心身障害児（者）の家族には、常時介護を行うことが求めら

れており、冠婚葬祭等のための外出も容易ではない状況にあります。この状況を改善し

ていくために、家族に対する新たな介護軽減策が必要です。 

（地域で暮らし続けるための住まいの確保） 

○ 平成 25 年度の障害者基礎調査では、障害者全体の 75％の人が“地域で住み続けたい”

という希望を持っています。 

重度の知的障害者の地域で住み続けたいという希望に応え、親亡き後など家族の支援

が困難となっても地域での生活を維持するためには、重度障害者に対応できるグループ

ホームの整備が必要です。 

また、軽度・中度の障害者が地域で暮らし続けるために、引き続き年間 30 室程度のグ

ループホームが整備できるよう、社会福祉法人等の民間事業者に対し補助制度を継続す

る必要があります。 

（就労支援の充実） 

○ 障害のある方の“働きたい”という希望を実現させ自立を支援するため、就労をめざ

す障害のある方および特別支援学校の卒業生の就労を重点的に支援する必要があります。

また、福祉的就労を担う「就労継続支援Ｂ型」区内事業所の平均工賃月額（10,351 円）

が東京都平均月額（14,484 円）を下回っており、その増額に取り組む必要があります。

（平均工賃月額は、平成 25 年度実績） 

（権利擁護の推進） 

○ 障害者基礎調査では、一定程度の方が差別や人権侵害を感じていると回答しています。

この傾向は、平成 22 年度実施の調査結果と同様であり、地域における障害理解が十分と

は言えない状況にあります。障害のある方の権利擁護を推進し、障害のある方もない方

も相互に尊重し合える共生社会の実現に取り組む必要があります。 

- 8 -

３３ 障障害害者者施施策策のの課課題題

○ 区では、障害者計画等に基づき、サービス提供体制の基盤整備を着実に進めてきまし

た。特徴としては、重度障害者等への積極的な施策の展開に加え、その基盤整備を支え

てきた社会福祉法人等の民間団体の活発な活動があげられます。 

○ このような区の障害者施策における特徴を踏まえ、区の現状と課題を整理のうえ、核

となるべき施策と必要とされる施策とを効果的に組み合わせ、加えて、社会福祉法人等

の民間団体との一層の連携を図りつつ、地域における共生の実現に取り組むものとしま

す。 

（（１１））区区がが進進めめててききたた障障害害者者施施策策のの特特徴徴

（通所施設の計画的な整備と重度障害者支援） 

○ 特別支援学校卒業後の進路先等を確保するため、通所施設を計画的に整備してきまし

た。特に、障害の重い方を利用対象とする福祉園（「生活介護」事業）は８か所（定員

387 名）で、重度障害者対象の同種施設数は都内最多となっています。また、医療的ケ

ア（吸引・吸入・経管栄養等）が必要な重症心身障害者を、平成３年、他区に先駆けて

区立心身障害者福祉センターで受入れ、現在は福祉園（２園）を含め、計３か所（定員

20 名）に拡大し、最重度の障害のある方への支援の充実を図っています。 

（就労支援の取組） 

○ 就労を希望する方に対しては、練馬区障害者就労促進協会を平成２年に設置し、平成

16 年には就労支援に特化した知的障害者通所施設である区立貫井福祉工房を開設し、障

害のある方の就労支援に取り組んできました。 

（障害児療育） 

○ 障害のある児童に対しては、区立心身障害者福祉センターにおいて相談・早期療育に

取り組んできましたが、平成 25 年に区立こども発達支援センターを整備し、障害児支援

の拡充を図りました。１日当たりの利用定員は都内最大となっています。 

（活発な民間団体の取組） 

○ 区内の障害福祉サービス事業所数は、区立民間合わせて 500 か所弱ですが、民間団体

の活動が活発なことから、その運営のほとんどが民間によるものとなっています（区立

直営は３か所）。民間活力を導入し、区と民間団体が連携・調和しながら障害者施策を推

し進めている状況にあります。 

練馬区障害者就労促進協会…通称レインボーワーク。障害者の就労支援を行う専門機関 

「サービス等利用計画」…「居宅介護」等のサービスを利用するにあたり作成が必要な計画のこと。

「計画相談支援」事業所が生活状況や意向などから作成し、適切なサービスの利用につなげていく。

「計画相談支援」…「サービス等利用計画」の作成と同計画の進行確認（モニタリング）

等を行う相談支援のこと。

- 8 -

8 ページ 
３ 障害シャセサクの課題 
次に、障害シャセサクの課題が記載されていますが、音声コードの機能の限界を超えてしまう

ため、用語解説や文中の語句説明の一部を除いてお伝えします。 
 
（１）区が進めてきた障害シャセサクの特徴 
（ツウショ施設の計画的な整備と ジュウド障害シャ支援） 
○ 特別支援学校 卒業後の進路先トウを確保するため、ツウショ施設を計画的に整備してきま

した。特に、障害の重いカタを利用対象とする福祉エン（「生活介護」事業）は８か所（定員 387
名）で、ジュウド障害シャ対象の同種 施設数は都内最多となっています。 
また、医療的ケア（キュウイン・キュウニュウ・ケイカンエイヨウトウ）が必要なジュウショウ

シンシンショウガイシャを、平成３年、タクにサキがけてクリツ心身障害シャ 福祉センターで

受入れ、現在は福祉エン（２エン）を含め、計３か所（定員 20 名）に拡大し、サイジュウドの障

害のあるカタへの支援の充実を図っています。 
（就労支援の取組） 
○ 就労を希望するカタに対しては、ネリマ区障害シャ 就労ソクシン 協会を平成２年に設置

し、平成 16 年には就労支援に特化した知的障害シャツウショ施設であるクリツヌクイ福祉工房を

開設し、障害のあるカタの就労支援に取り組んできました。 
（障害児リョウイク） 
○ 障害のある児童に対しては、クリツ心身障害シャ福祉センターにおいて相談・ソウキリョウ

イクに取り組んできましたが、平成 25 年にクリツこども発達支援センターを整備し、障害児支援

の拡充を図りました。１日当たりの利用定員は都内最大となっています。 
（活発な民間団体の取組） 
○ 区内の障害福祉サービス事業所数は、クリツ民間合わせて 500 か所弱ですが、民間団体の活

動が活発なことから、その運営のほとんどが民間によるものとなっています（クリツ直営は３か

所）。 
民間活力を導入し、区と民間団体が連携・調和しながら障害シャセサクを推し進めている状況に

あります。 
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（（２２））今今後後推推進進すすべべきき障障害害者者施施策策のの課課題題

（十分なケアマネジメントの実施） 

○ 障害のある方がサービスを利用しながら地域生活を送るためには、個々の生活状況等

を踏まえたケアマネジメントを進める必要があります。そのためには、「計画相談支援」

事業所による「サービス等利用計画」の作成が必要です。全てのサービス利用者の計画

を作成するには、民間の事業所数を現行の 1.5 倍程度にまで増やさなくてはなりません。

また、民間の事業所が、区内におけるサービスと地域資源を把握して適切なケアマネジ

メントを行えるよう、相談技術の向上を図る必要があります。 

精神障害者については、医療や障害福祉サービスを受けていない人がおり、訪問支援

（アウトリーチ）事業の充実が課題となっています。 

（重症心身障害児（者）の在宅介護の負担軽減） 

○ 医療的ケアを要する重症心身障害児（者）の家族には、常時介護を行うことが求めら

れており、冠婚葬祭等のための外出も容易ではない状況にあります。この状況を改善し

ていくために、家族に対する新たな介護軽減策が必要です。 

（地域で暮らし続けるための住まいの確保） 

○ 平成 25 年度の障害者基礎調査では、障害者全体の 75％の人が“地域で住み続けたい”

という希望を持っています。 

重度の知的障害者の地域で住み続けたいという希望に応え、親亡き後など家族の支援

が困難となっても地域での生活を維持するためには、重度障害者に対応できるグループ

ホームの整備が必要です。 

また、軽度・中度の障害者が地域で暮らし続けるために、引き続き年間 30 室程度のグ

ループホームが整備できるよう、社会福祉法人等の民間事業者に対し補助制度を継続す

る必要があります。 

（就労支援の充実） 

○ 障害のある方の“働きたい”という希望を実現させ自立を支援するため、就労をめざ

す障害のある方および特別支援学校の卒業生の就労を重点的に支援する必要があります。

また、福祉的就労を担う「就労継続支援Ｂ型」区内事業所の平均工賃月額（10,351 円）

が東京都平均月額（14,484 円）を下回っており、その増額に取り組む必要があります。

（平均工賃月額は、平成 25 年度実績） 

（権利擁護の推進） 

○ 障害者基礎調査では、一定程度の方が差別や人権侵害を感じていると回答しています。

この傾向は、平成 22 年度実施の調査結果と同様であり、地域における障害理解が十分と

は言えない状況にあります。障害のある方の権利擁護を推進し、障害のある方もない方

も相互に尊重し合える共生社会の実現に取り組む必要があります。 
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３３ 障障害害者者施施策策のの課課題題

○ 区では、障害者計画等に基づき、サービス提供体制の基盤整備を着実に進めてきまし

た。特徴としては、重度障害者等への積極的な施策の展開に加え、その基盤整備を支え

てきた社会福祉法人等の民間団体の活発な活動があげられます。 

○ このような区の障害者施策における特徴を踏まえ、区の現状と課題を整理のうえ、核

となるべき施策と必要とされる施策とを効果的に組み合わせ、加えて、社会福祉法人等

の民間団体との一層の連携を図りつつ、地域における共生の実現に取り組むものとしま

す。 

（（１１））区区がが進進めめててききたた障障害害者者施施策策のの特特徴徴

（通所施設の計画的な整備と重度障害者支援） 

○ 特別支援学校卒業後の進路先等を確保するため、通所施設を計画的に整備してきまし

た。特に、障害の重い方を利用対象とする福祉園（「生活介護」事業）は８か所（定員

387 名）で、重度障害者対象の同種施設数は都内最多となっています。また、医療的ケ

ア（吸引・吸入・経管栄養等）が必要な重症心身障害者を、平成３年、他区に先駆けて

区立心身障害者福祉センターで受入れ、現在は福祉園（２園）を含め、計３か所（定員

20 名）に拡大し、最重度の障害のある方への支援の充実を図っています。 

（就労支援の取組） 

○ 就労を希望する方に対しては、練馬区障害者就労促進協会を平成２年に設置し、平成

16 年には就労支援に特化した知的障害者通所施設である区立貫井福祉工房を開設し、障

害のある方の就労支援に取り組んできました。 

（障害児療育） 

○ 障害のある児童に対しては、区立心身障害者福祉センターにおいて相談・早期療育に

取り組んできましたが、平成 25 年に区立こども発達支援センターを整備し、障害児支援

の拡充を図りました。１日当たりの利用定員は都内最大となっています。 

（活発な民間団体の取組） 

○ 区内の障害福祉サービス事業所数は、区立民間合わせて 500 か所弱ですが、民間団体

の活動が活発なことから、その運営のほとんどが民間によるものとなっています（区立

直営は３か所）。民間活力を導入し、区と民間団体が連携・調和しながら障害者施策を推

し進めている状況にあります。 

練馬区障害者就労促進協会…通称レインボーワーク。障害者の就労支援を行う専門機関 

「サービス等利用計画」…「居宅介護」等のサービスを利用するにあたり作成が必要な計画のこと。

「計画相談支援」事業所が生活状況や意向などから作成し、適切なサービスの利用につなげていく。

「計画相談支援」…「サービス等利用計画」の作成と同計画の進行確認（モニタリング）

等を行う相談支援のこと。
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（２）今後、推進すべき障害シャセサクの課題 
（十分なケアマネジメントの実施） 
○ 障害のあるカタがサービスを利用しながら地域生活を送るため、ケアマネジメントを進める

必要があります。 
その為には、 計画相談支援 事業所による サービス等 利用計画 の作成が必要です。 
全てのサービス利用シャの計画を作成するには、民間の事業所数を現行の 1.5 倍程度まで増やす

とともに、相談技術の向上を図る必要があります。 
精神障害シャについては、医療や障害福祉サービスを受けていない人がおり、訪問支援（アウト

リーチ）事業の充実が課題となっています。 
（重症シンシン障害児シャのザイタク介護の負担軽減） 
○ 医療的ケアを要する重症シンシン障害児シャの家族には、ジョウジ介護を行うことが求めら

れており、冠婚葬祭等のための外出も容易ではない状況にあり、家族に対する新たな介護軽減策

が必要です。 
（地域で暮らし続けるための住まいの確保） 
○ 重度の知的障害シャの地域で住み続けたいという希望に応え、親亡き後など家族の支援が困

難となっても地域での生活を維持するためには、重度障害シャに対応できるグループホームの整

備が必要です。 
 また、軽度・中度の障害シャが地域で暮らし続ける為に、年間 30 シツ程度のグループホームが

整備できるよう、補助制度を継続する必要があります。 
（就労支援の充実） 
○ 障害のあるカタの 働きたい という希望を実現させ自立を支援するため、就労を目指す障

害のあるカタおよび特別支援 学校の卒業生の就労を支援する必要があります。 
また、福祉的就労を担う区内 事業所の平均 工賃 増額に取り組む必要があります。 
（権利擁護の推進） 
○ 障害シャ 基礎調査では、一定程度のカタが差別や人権侵害を感じていると回答しており、

地域における障害理解が十分とは言えない状況にあります。 
障害のあるカタの権利擁護を推進し、障害のあるカタもないカタも相互に尊重し合えるキョウ

セイ社会の実現に取り組む必要があります。 
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